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(57)【要約】
【課題】金融機器を提供すること。
【解決手段】一側面による金融機器は、上部モジュール
と、前記上部モジュールの下方に配置される下部モジュ
ールを備える。前記上部モジュールは、計数のための媒
体、入金のための媒体及び出金のための媒体の入出のた
めの媒体入出装置と、前記媒体入出装置と移送路によっ
て連結される鑑別部とを備え、前記下部モジュールは、
媒体を保管できる付加機能カセット及び媒体保管部を備
える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　上部モジュールと、前記上部モジュールの下方に配置される下部モジュールとを備え、
　前記上部モジュールは、計数のための媒体、入金のための媒体及び出金のための媒体の
入出のための媒体入出装置、及び前記媒体入出装置と移送路によって連結される鑑別部を
備え、
　前記下部モジュールは、媒体を保管できる付加機能カセット及び媒体保管部を備え、
　前記付加機能カセット及び前記媒体保管部によって、
　入金過程において、前記媒体保管部に媒体が所定枚数以上集積されて前記媒体保管部に
保管されることのできない媒体が前記付加機能カセットに保管されたり、
　入金過程において、前記媒体保管部に保管される媒体の券種と異なる券種が前記付加機
能カセットに保管されたり、
　前記媒体保管部に保管された媒体の情報を確認し、メモリに格納された情報と比較して
精算を行ったり、
　前記媒体保管部の媒体を前記付加機能カセットに自動的に回収したり、
　前記付加機能カセットの媒体を前記媒体保管部に補充できる金融機器。
【請求項２】
　前記付加機能カセットに保管された媒体は、前記媒体保管部の媒体の集積枚数が所定枚
数未満になると、前記媒体保管部に補充されることができる請求項１に記載の金融機器。
【請求項３】
　前記媒体保管部は、一つ以上の媒体カセットを備え、
　前記精算過程では、前記一つ以上の媒体カセットに保管された媒体全部が前記付加機能
カセットに移送された後、
　前記付加機能カセットに移送された媒体が前記鑑別部を通って前記一つ以上の媒体カセ
ットに再度移送される請求項１に記載の金融機器。
【請求項４】
　前記鑑別部は、移送される媒体の識別情報を認識し、
　前記精算の遂行過程では、前記鑑別部で獲得した媒体の識別情報と前記メモリに格納さ
れた媒体の識別情報とを比較する請求項３に記載の金融機器。
【請求項５】
　前記媒体保管部は、一つ以上の媒体カセットを備え、
　前記回収過程では、前記一つ以上の媒体カセットから放出された媒体が前記鑑別部を通
過しない状態で前記付加機能カセットに移送される請求項１に記載の金融機器。
【請求項６】
　前記付加機能カセットと前記一つ以上の媒体カセットとを連結するための移送路に備え
られ、前記付加機能カセットに回収される媒体の枚数をカウントするセンサをさらに備え
る請求項５に記載の金融機器。
【請求項７】
　前記媒体保管部は、一つ以上の媒体カセットを備え、
　前記補充過程において、前記付加機能カセットに格納された補充のための媒体は、前記
付加機能カセットから放出された後、前記鑑別部を通って補充が必要な前記一つ以上の媒
体カセットに移送される請求項１に記載の金融機器。
【請求項８】
　前記付加機能カセットには、前記鑑別部において非正常媒体と判断された媒体が保管さ
れることができ、
　前記付加機能カセットに保管された媒体は、前記鑑別部を通った前記出金部に移送され
ることができる請求項１に記載の金融機器。
【請求項９】
　前記下部モジュールは、前記付加機能カセット及び前記媒体保管部を収容する金庫をさ
らに備える請求項１に記載の金融機器。
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【請求項１０】
　前記媒体入出装置は、計数のための媒体が投入される第１空間と、
　前記第１空間の媒体を分離するための第１分離装置と、
　計数完了した媒体が集積されることができる第２空間と、
　前記第２空間の媒体を分離するための第２分離装置とを備え、
　前記第２空間に集積された計数完了した媒体の入金処理のために、前記第２空間に集積
された計数完了した媒体は、前記鑑別部を通った後に前記移送路に沿って移送されて前記
媒体保管部に保管されることができる請求項１に記載の金融機器。
【請求項１１】
　前記計数完了した媒体の入金過程では、前記計数完了した媒体の一時集積過程無しで前
記計数完了した媒体が前記媒体保管部に移送される請求項１０に記載の金融機器。
【請求項１２】
　前記媒体入出装置は、入金のための媒体が投入される第１空間と、
　前記第１空間の媒体を分離するための第１分離装置と、
　入金過程において前記鑑別部を通った一時集積媒体が集積されることができ、出金のた
めの媒体として前記鑑別部を通った媒体が集積されることのできる第２空間と、
　前記第２空間の媒体を分離するための第２分離装置とを備え、
　前記第２空間に集積された一時集積媒体は、前記鑑別部を通った後に前記移送路に沿っ
て移送されて、前記媒体保管部に保管されることができる請求項１に記載の金融機器。
【請求項１３】
　前記移送路は、前記鑑別部を通過する第１移送路と、
　前記第１空間を前記第１移送路に連結させる連結経路と、
　前記第２空間を前記第１移送路に連結させる引出し経路とを備える請求項１２に記載の
金融機器。
【請求項１４】
　前記移送路は、前記第１移送路に連結される第３移送路と、
　前記第１移送路に連結され前記媒体保管部に連結される第２移送路と、
　前記第３移送路の媒体を前記第２空間に案内する引入経路とをさらに備える請求項１３
に記載の金融機器。
【請求項１５】
　前記媒体入出装置は、前記第２空間の媒体を支持するための支持面と、
　前記第２空間に媒体が引入される過程で媒体との干渉を防止するための一定位置に回避
し、前記第２空間の媒体を分離する過程では、前記媒体の後面に位置して前記第２空間の
媒体を加圧する媒体加圧装置とをさらに備える請求項１２に記載の媒体処理装置。
【請求項１６】
　計数のための媒体、入金のための媒体及び出金のための媒体の入出のための媒体入出装
置と、前記媒体入出装置と移送路によって連結される鑑別部とを有する上部モジュールと
、
　前記媒体を保管するための媒体保管部を有する下部モジュールとを備え、
　前記媒体入出装置は、計数のための媒体及び入金のための媒体が投入される第１空間と
、
　計数完了した媒体が集積されることができ、出金のための媒体として前記鑑別部を通っ
た媒体が集積されることができ、入金過程において前記鑑別部を通った一時集積媒体が集
積されることができる第２空間とを備え、
　前記第２空間に集積された媒体のうち、計数完了した媒体または一時集積された媒体は
、前記移送路に沿って移送されて前記媒体保管部に保管されることができる金融機器。
【請求項１７】
　前記媒体入出装置は、前記第１空間の媒体を分離するための第１分離装置と、
　前記第２空間の媒体を分離するための第２分離装置とを備える請求項１６に記載の媒体
処理装置。
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【請求項１８】
　前記上部モジュールは、入金過程において前記鑑別部を通った一時集積媒体が集積され
ることができる一時集積部をさらに備え、
　入金過程において、前記第２空間と前記一時集積部のうち、何れか一つにまず媒体が一
時集積され、前記第２空間と前記一時集積部のうち、何れか一つが所定の条件を満たす場
合、前記第２空間と前記一時集積部のうち、他の一つに媒体が一時集積される請求項１７
に記載の金融機器。
【請求項１９】
　前記所定の条件を満たす場合は、前記第２空間と前記一時集積部のうち、何れか一つに
集積された媒体の枚数が所定枚数以上である場合、または前記第２空間と前記一時集積部
への媒体集積過程において障害が発生して、もうこれ以上集積できない場合である請求項
１８に記載の金融機器。
【請求項２０】
　前記第２空間と前記一時集積部の各々に一時集積された媒体は、入金確認命令入力時に
前記媒体保管部に移送されて保管されることができる請求項１８に記載の金融機器。
【請求項２１】
　前記第２空間を開閉するためのシャッターをさらに備え、
　入金過程において前記シャッターは、前記第２空間を閉鎖し、
　前記第２空間に一時集積媒体が集積された状態で、入金取消命令が入力されると、前記
シャッターは前記第２空間を開放させる請求項１８に記載の金融機器。
【請求項２２】
　前記上部モジュールは、入金過程において前記鑑別部を通った一時集積媒体が集積され
ることができる一時集積部をさらに備え、
　前記下部モジュールは、媒体を保管するための付加機能カセットをさらに備え、　
　前記第１空間に投入される媒体の枚数または前記鑑別部を通る一時集積媒体の枚数によ
って、前記鑑別部を通った一時集積媒体の移送位置が前記第２空間、前記一時集積部及び
前記付加機能カセットのうち、何れか一つに決定され、決定された位置に移送される請求
項１７に記載の金融機器。
【請求項２３】
　前記上部モジュールは、入金過程において前記鑑別部を通った一時集積媒体が集積され
ることができる一時集積部をさらに備え、
前記第１空間に投入された媒体の券種または前記鑑別部を通る一時集積媒体の券種が二券
種以上である場合、前記第２空間及び前記一時集積部に媒体が券種別に区分されて一時集
積される請求項１７に記載の金融機器。
【請求項２４】
　出金過程において前記第２空間に出金のための媒体が集積された状態で、出金のための
媒体が未受取の場合、
　前記第２空間内の未受取媒体は、前記第２分離装置によって分離された後、未受取媒体
回収空間へ移送される請求項１７に記載の金融機器。
【請求項２５】
　前記下部モジュールは、前記媒体保管部を収容する金庫と、
　前記金庫内に配置され、前記未受取媒体回収空間を備えるカセットとをさらに備える請
求項２４に記載の金融機器。
【請求項２６】
　金融取引を制御する制御部をさらに備え、
　前記出金過程において媒体の未受取が発生する場合、前記制御部は、出金取引を取消し
、
　前記未受取媒体は、前記媒体保管部に保管される請求項２４に記載の金融機器。
【請求項２７】
　前記第１空間には、補充のための媒体を投入でき、



(5) JP 2016-110651 A 2016.6.20

10

20

30

40

50

　入金または補充過程において、前記第１空間に投入された媒体のうち、前記鑑別部によ
って正常媒体と判断された媒体は、前記移送路に沿って移送されて前記媒体保管部に保管
され、
　前記第１空間に投入された媒体のうち、前記鑑別部によって非正常媒体と判断された媒
体は、前記第２空間に集積され、前記第２分離装置によって分離された後、前記鑑別部を
再度通る請求項１７に記載の金融機器。
【請求項２８】
　前記鑑別部を再度通る媒体のうち、正常媒体と判断された媒体は、前記移送路に沿って
移送されて前記媒体保管部に保管され、
　非正常媒体と判断された媒体は、回収のための空間に保管される請求項２７に記載の金
融機器。
【請求項２９】
　前記媒体保管部に保管された媒体の精算のために、前記媒体保管部に保管された媒体の
うち、一定枚数の媒体が前記媒体保管部から放出された後に、前記鑑別部を通って再度前
記媒体保管部に移送される請求項１６に記載の金融機器。
【請求項３０】
　前記媒体保管部に保管された媒体の識別情報を格納するメモリをさらに備え、
　精算過程において、前記鑑別部では、前記媒体保管部から放出された一定枚数の媒体の
識別情報が認識され、認識された一定枚数の媒体の識別情報と前記メモリに格納された識
別情報とが比較されて、前記メモリに格納された識別情報に対する情報が前記一定枚数の
媒体の識別情報と一致する請求項２９に記載の金融機器。
【請求項３１】
　前記媒体保管部から放出された媒体は、前記鑑別部を通って他のモジュールの経由無し
で前記媒体保管部に回収されたり、前記鑑別部を通った後に前記媒体入出装置に移送され
た後に前記媒体保管部に回収されたり、媒体を保管するための付加機能カセットに移送さ
れた後に前記媒体保管部に回収される請求項２９に記載の金融機器。
【請求項３２】
　前記媒体入出装置は、計数過程、入金過程及び出金過程のうち、何れか一つ以上の過程
において前記鑑別部において非正常媒体と判断された媒体が集積されることができる第３
空間を備え、
　前記第１空間と前記第３空間との間に前記第２空間が配置され、
　前記第２空間の一部または全ては、前記第１空間より高く位置し、前記第３空間の一部
または全ては、前記第２空間より高く位置する請求項１６に記載の金融機器。
【請求項３３】
　前記第１空間の一地点と前記第２空間の一地点と前記第３空間の一地点とを連結する線
は、一つの直線上に位置でき、
　前記直線は、水平線から一定角度傾斜する請求項３２に記載の金融機器。
【請求項３４】
　前記移送路は、前記鑑別部を通過する第１移送路と、
　前記第１空間を前記第１移送路に連結させる連結経路と、
　前記第２空間を前記第１移送路に連結させる引出し経路とを備える請求項１６に記載の
金融機器。
【請求項３５】
　前記移送路は、前記第１移送路に連結される第３移送路と、
　前記第１移送路に連結され前記媒体保管部に連結される第２移送路と、
　前記第３移送路の媒体を前記第２空間に案内する引入経路とをさらに備える請求項３４
に記載の金融機器。
【請求項３６】
　前記媒体入出装置は、前記第２空間の媒体を支持するための支持面と、
　前記第２空間に媒体が引入される過程において媒体との干渉を防止するための一定位置
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に回避し、前記第２空間の媒体を分離する過程では、前記媒体の後面に位置して前記第２
空間の媒体を加圧する媒体加圧装置とをさらに備える請求項１６に記載の媒体処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金融機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、金融機器は、顧客が願う金融業務を処理する機器である。前記金融機器は、媒
体を入出金するか、または媒体を自動的に移替えることができる。前記金融機器は、媒体
の入金または出金のための媒体処理装置を備えることができる。前記金融機器は、顧客が
直接操作したり、または銀行の係員が操作できる。
【０００３】
　先行文献である日本国公開特許公報第２００７－３１０５４７（公開日２００７．１１
．２９）には、紙葉類取扱装置が開示される。
【０００４】
　前記紙葉類取扱装置は、入金口と、出金口と、紙葉類を一時的に収納する一時保留部と
、紙葉類を返還する返還口とを備える。
【０００５】
　このような紙葉類取扱装置によれば、計数過程において入金口を介して引入された紙葉
類が識別部を通った後に出金口に移送されることができる。このとき、顧客によって、計
数過程を行った後に入金過程の遂行を願う場合があるが、従来の紙葉類取扱装置によれば
、計数完了した媒体が出金口から直に入金のために分離されないから、係員が出金口に集
積された媒体を出金口から取り出した後に入金口に投入しなければならないという問題が
ある。
【０００６】
　また、計数完了した媒体を入金しようとする場合に、入金部から分離された媒体が一時
保留部（ｔｅｍｐｏｒａｒｙ　ｓｔａｃｋｅｒ）に移送された後に収納部に移送されるの
で、入金処理時間が長くなるという問題がある。
【０００７】
　また、先行文献によれば、金庫内に補充のためのカセットが存在しないから、媒体を収
納部に補充しようとする場合、入金口を利用したり金庫を取り出した後に収納部に直接補
充しなければならないので、作業が面倒で金庫内部の収納部が露出しなければならないか
ら、セキュリティー性が弱くなるという問題がある。
【０００８】
　また、先行文献によれば、単一の一時保留部内に媒体が一時保留されるので、一時保留
部の１回最大保留枚数より多い枚数の媒体を入金取引しようとする場合には、２回以上に
かけて入金取引をしなければならないので、入金取引時間が多くかかるという問題がある
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００７－３１０５４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明の目的は、計数完了した媒体を直に入金処理できる金融機器を提供することにあ
る。
【００１１】
　本発明の他の目的は、１回取引時に一時集積可能な媒体の枚数が増加される金融機器を
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提供することにある。
【００１２】
　本発明のさらに他の目的は、付加機能カセットが金庫内に配置されることによって、セ
キュリティー性が向上し、多様な機能の提供が可能な金融機器を提供することにある。
【００１３】
　本発明のさらに他の目的は、顧客が未受取の媒体を自動的に回収して機器の稼動率が増
加される金融機器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　一側面による金融機器は、上部モジュールと、前記上部モジュールの下方に配置される
下部モジュールとを備え、前記上部モジュールは、計数のための媒体、入金のための媒体
及び出金のための媒体の入出のための媒体入出装置と、前記媒体入出装置と移送路によっ
て連結される鑑別部とを備え、前記下部モジュールは、媒体を保管できる付加機能カセッ
ト及び媒体保管部を備え、前記付加機能カセット及び前記媒体保管部によって、入金過程
において、前記媒体保管部に媒体が所定枚数以上集積されて前記媒体保管部に保管される
ことができない媒体が前記付加機能カセットに保管されたり、入金過程において、前記媒
体保管部に保管される媒体の券種と異なる券種が前記付加機能カセットに保管されること
ができたり、前記媒体保管部に保管された媒体の情報を確認し、メモリに格納された情報
と比較して精算を行ったり、前記媒体保管部の媒体を前記付加機能カセットに自動的に回
収したり、前記付加機能カセットの媒体を前記媒体保管部に補充できる。
【００１５】
　他の側面による金融機器は、計数のための媒体、入金のための媒体及び出金のための媒
体の入出のための媒体入出装置と、前記媒体入出装置と移送路によって連結される鑑別部
を備える上部モジュールと、前記媒体を保管するための媒体保管部を備える下部モジュー
ルとを備え、前記媒体入出装置は、計数のための媒体及び入金のための媒体が投入される
第１空間と、計数完了した媒体が集積されることができ、出金のための媒体として前記鑑
別部を通った媒体が集積されることができ、入金過程において前記鑑別部を通った一時集
積媒体が集積されることができる第２空間を備え、前記第２空間に集積された媒体のうち
、計数完了した媒体または一時集積された媒体は、前記移送路に沿って移送されて前記媒
体保管部に保管されることができる。
【発明の効果】
【００１６】
　提案される実施の形態によれば、金庫内に付加機能カセットと媒体カセットが位置でき
るから、金庫外部に配置された移送路の修理や点検のために移送路を開放させても、前記
金庫内の各カセットの接近は遮断できるので、セキュリティー性が向上するという長所が
ある。
【００１７】
　また、金庫内に位置した付加機能カセットを補充及び／または回収のためのカセットと
して使用する場合には、自動的に媒体を媒体保管部に補充したり自動的に媒体保管部で媒
体を回収できるという長所がある。
【００１８】
　また、金庫内に位置した付加機能カセットを環流カセットとして使用する場合、媒体カ
セットに媒体がぎっしりとなった場合に媒体を保管できるので、金融機器の稼動率が向上
するという長所がある。
【００１９】
　また、金庫内に位置した付加機能カセットを環流カセットとして使用する場合、金融機
器で取引できる媒体の券種の個数が増加されることができ、取引可能な媒体の枚数が増加
できるという長所がある。
【００２０】
　また、金庫内に位置した付加機能カセットによって、正確な精算が可能であり、かつセ
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キュリティー性が向上するという長所がある。
【００２１】
　また、計数過程において計数完了した媒体が集積される第２空間に媒体を分離する分離
装置が備えられることによって、計数完了後に第２空間から媒体を取り出さなくても入金
処理を直に行うことができるという長所がある。
【００２２】
　また、本発明において出金過程において出金空間として機能する第２空間に入金過程に
おいて媒体が一時集積されることができる。したがって、入金過程において、鑑別部を通
った媒体が第２空間に一時集積されるので、ユーザが入金取消命令を入力した場合、前記
第２空間に位置した媒体を他のモジュールに移送させないで、直に前記第２空間から取り
出すことができるので、取引時間が短縮されることができる。
【００２３】
　また、１回取引時に一時集積できる媒体の枚数が増加できるので、入金取引回数が減る
ことができるという長所があり、これによって、全体媒体の入金のための取引時間が短縮
されることができる。
【００２４】
　また、未受取の媒体を自動的に回収できるので、回収完了後に直に金融取引の遂行が可
能になって、業務の効率性が向上し、金融機器の稼動率が向上するという長所がある。
【００２５】
　また、第１空間の一地点と第２空間の一地点及び第３空間の一地点は一つの直線上に位
置でき、前記直線は、水平線から一定角度傾斜することができる。このような第１空間な
いし第３空間の配置によれば、ユーザの動線が短く便利な長所がある。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明の第１の実施の形態にかかる金融機器を概略的に示す構成図である。
【図２】本発明の第１の実施の形態にかかる計数過程での媒体の移送を示す図である。
【図３】本発明の第１の実施の形態にかかる入金過程での媒体の移送を示す図であり、図
３は、１次入金過程での媒体の移送を示す。
【図４】本発明の第１の実施の形態にかかる入金過程での媒体の移送を示す図であり、図
４は、入金取消命令が入力された場合の媒体の移送を示す。
【図５】本発明の第１の実施の形態にかかる入金過程での媒体の移送を示す図であり、図
５は、２次入金過程での媒体の移送を示す。
【図６】本発明の第１の実施の形態にかかる出金過程での媒体の移送を示す図である。
【図７】本発明の第１の実施の形態にかかる入金部を利用した媒体補充過程での媒体の移
送を示す図である。
【図８】本発明の第１の実施の形態にかかる付加機能カセットを利用した媒体補充過程で
の媒体の移送を示す図である。
【図９】本発明の第１の実施の形態にかかる付加機能カセットを利用した媒体回収過程で
の媒体の移送を示す図である。
【図１０】本発明の第１の実施の形態にかかる媒体カセットに保管された媒体の一部を利
用して精算を行う過程を示す図である。
【図１１】本発明の第１の実施の形態にかかる媒体カセットに保管された媒体の一部を利
用して精算を行う過程を示す図である。
【図１２】本発明の第１の実施の形態にかかる媒体カセットに保管された媒体全部を利用
して精算を行う過程を示す図である。
【図１３】本発明の第２の実施の形態にかかる金融機器を概略的に示す構成図である。
【図１４】本発明の第２の実施の形態にかかる媒体入出装置を概略的に示す図である。
【図１５】本発明の第２の実施の形態にかかる計数過程または１次入金過程での媒体の移
送を示す図である。
【図１６】図１４の計数過程または１次入金過程での媒体入出装置の作動を示す図である
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。
【図１７】本発明が第２の実施の形態にかかる第２空間で処理できる媒体の枚数より多い
枚数の媒体を入金する場合の媒体移送を示す図である。
【図１８】本発明の第２の実施の形態にかかる第２空間に集積された計数完了した媒体の
入金過程または２次入金過程での媒体移送を示す図である。
【図１９】図１８の過程での媒体入出装置の作動を示す図である。
【図２０】本発明の第２の実施の形態にかかる２次入金過程で一時集積部に集積された媒
体の移送を示す図である。
【図２１】本発明の第２の実施の形態にかかる出金過程での媒体移送を示す図である。
【図２２】本発明の第２の実施の形態にかかる未受取過程での媒体の移送を示す図である
。
【図２３】本発明の第２の実施の形態にかかる快速入金過程での媒体の移送を示す図であ
る。
【図２４】本発明の第２の実施の形態にかかる媒体カセットに保管された媒体の一部を利
用して精算を行う過程を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下、本発明の一部の実施例を例示的な図面を介して詳細に説明する。各図面の構成要
素に参照符号を与えるに当たって、同じ構成要素に対してはたとえ他の図面上に表記され
ていてもできるだけ同じ符号を与えていることに注意すべきである。また、本発明の実施
例を説明するに当たって、関連する公知の構成又は機能に対する具体的な説明が本発明の
実施例に対する理解を妨げると判断される場合、その詳細な説明を省略する。
【００２８】
　また、本発明の実施例の構成要素を説明するに当たって第１、第２、Ａ、Ｂ、（ａ）、
（ｂ）などの用語を使用する。このような用語はその構成要素を他の構成要素と区別する
ためのものに過ぎず、その用語によって該当構成要素の本質や順番又は順序などは限られ
ない。ある構成要素が他の構成要素に「連結」、「結合」又は「接続」されると記載され
る場合、その構成要素はその他の構成要素に直接的に連結されるか接続される可能性があ
るが、各構成要素の間に他の構成要素が「連結」、「結合」又は「接続」される可能性も
あると理解されるべきである。
【００２９】
　本発明の一実施例による金融機器は、一例に紙幣、証券（小切手を含む）、ジーロ、コ
イン、商品券などのような多様な媒体を入手して預け入れ処理、ジーロ受納、商品券交換
などのような処理及び／又は引き出し処理、ジーロ放出、商品券放出処理などのような媒
体処理を行う金融業務を行う装置である。このような金融機器の例としては、現金自動支
払い機（ＣＤ：Ｃａｓｈ　Ｄｉｓｐｅｎｓｅｒ），現金預け払い機（Ｃａｓｈ　Ｒｅｃｙ
ｃｌｉｎｇ　Ｄｅｖｉｃｅ）などのような現金自動預け払い機（ＡＴＭ：Ａｕｔｏｍａｔ
ｅｄ　Ｔｅｌｌｅｒ　Ｍａｃｈｉｎｅ）などになり得る。しかし、金融機器は上述した例
に限られずにＦＩＳ（Ｆｉｎａｎｃｉａｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ）の
ように金融業務を自動化する多様な装置にもなり得る。
以下、金融機器が現金自動預け払い機であると仮定して本発明の実施例を説明する。但し
、このような仮定は説明の便宜のために過ぎず、本発明の技術思想が現金自動預け払い機
に限って適用されることはない。
また、本発明の思想は各実施例にそのまま限定されず、２つ以上の実施例の組み合わせに
よって導出される実施例も含むことを明らかにする。
【００３０】
　図１は、本発明の第１の実施の形態にかかる金融機器を概略的に示す構成図である。
【００３１】
　図１に示すように、本発明の第１の実施の形態にかかる金融機器１は、媒体処理装置１
０（ｍｅｄｉｕｍ　ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　ａｐｐａｒａｔｕｓ）を備えることができる
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。前記媒体処理装置１０は、前記キャビネット１１内に配置されることができる。
【００３２】
　前記金融機器１は、ユーザの入金または出金など金融取引と関連した命令を受け取るか
、またはユーザに情報を表示するためのユーザインタフェース１２（ｕｓｅｒ　ｉｎｔｅ
ｒｆａｃｅ）をさらに備えることができる。このとき、ユーザは、顧客、銀行の係員、金
融機器の管理者、店舗や商店などの管理者または運営者などでありうる。
【００３３】
　一例として、ユーザインタフェース１２は、入金または出金のためのメニューと情報を
ディスプレイするか、または計数完了した媒体の情報をディスプレイできる。また、ユー
ザインタフェース１２は、金融機器に付着された形態で備えられることもでき、別の装置
として構成されて有線及び／または無線で金融機器に連結されることができる。
【００３４】
　前記金融機器１は、前記媒体処理装置１０及びユーザインタフェース１２を制御できる
制御部１４をさらに備えることができる。
【００３５】
　前記媒体処理装置１０は、ユーザが媒体を投入するか、またはユーザが媒体を取り出す
ことができる媒体入出装置を備えることができる。
【００３６】
　前記媒体処理装置１０は、入金のための媒体、出金のための媒体または計数のための媒
体を鑑別するための鑑別部２５をさらに備えることができる。
【００３７】
　前記鑑別部２５は、媒体の種類、状態、識別情報（一例として媒体の一連番号）などを
識別できる。
【００３８】
　前記鑑別部２５において鑑別された情報は、メモリ１３に格納されることができる。
【００３９】
　前記媒体処理装置１０は、媒体を一時集積するための一時集積部３０（ｔｅｍｐｏｒａ
ｒｙ　ｓｔａｃｋｅｒ）をさらに備えることができる。
　前記媒体処理装置１０は、媒体を保管するための媒体保管部４０をさらに備えることが
できる。
【００４０】
　前記媒体保管部４０は、多数の媒体カセット（ｃａｓｓｅｔｔｅ）４１ないし４４を備
えることができる。多数の媒体カセット４１ないし４４のうち、何れか一つ以上は紙幣を
保管でき、一つ以上は、小切手を保管できる。または、多数の媒体カセット４１ないし４
４の全てが紙幣を保管するか、または小切手を保管できる。
【００４１】
　前記多数の媒体カセット４１ないし４４のうち、何れか一つ以上は、入金処理された媒
体を保管し、保管された媒体を出金のための媒体カセットとして使用することができる。
すなわち、入金取引時に前記多数の媒体カセット４１ないし４４のうち、何れか一つ以上
に引入された媒体は、後に出金取引時に出金部２２に放出できる。
【００４２】
　従って、本明細書において、媒体が引入されることができ、引入された媒体が放出され
ることができる媒体カセットを環流カセット（ｒｅｃｙｃｌｅ　ｃａｓｓｅｔｔｅ）と名
付けることができる。
【００４３】
　前記媒体処理装置１０は、付加機能カセット４５をさらに備えることができる。
【００４４】
　前記付加機能カセット４５は、前記媒体保管部４０に補充する媒体を格納するか、また
は前記媒体保管部４０から回収した媒体を格納することができる。
【００４５】
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　もちろん、前記付加機能カセット４５は、ユーザの設定に応じて補充または回収機能外
の多様な機能を提供できる。前記付加機能カセット４５の多様な機能または用途に対して
は後述することにする。
【００４６】
　前記媒体処理装置１１は、回収カセットをさらに備えることができる。
【００４７】
　前記回収カセットは、入金過程において不良であると判断される媒体を回収できる。ま
た、前記回収カセットは、出金過程において不良であると判断された媒体を回収できる。
【００４８】
　本実施の形態において、前記回収カセットは、別のカセット４６、４７であるか、一つ
のカセット内に空間的に区分されて入金及び出金過程において不良であると判断される媒
体を各々回収できる。
【００４９】
　図１では、一例として第１カセット４６と第２カセット４７が上下に配列されることが
示される。
【００５０】
　前記金融機器１は、移送路の媒体を前記回収カセットに案内でき、前記回収カセットか
ら放出された媒体を移送路に案内できる移送モジュール５０をさらに備えることができる
。
【００５１】
　前記移送モジュール５０は、前記回収カセットと別のモジュールであるか、または前記
回収カセットに備えられるモジュールでありうる。
【００５２】
　前記金融機器１は、金庫７０をさらに備えることができる。
【００５３】
　前記金庫７０内に前記付加機能カセット４５と、前記多数の媒体カセット４１ないし４
４、回収カセット４６、４７、及び移送モジュール５０が位置できる。
【００５４】
　従って、前記金庫７０の外部に配置された移送路の修理や点検のために移送路を開放さ
せても、前記金庫７０内の各カセット４１ないし４７の接近は遮断されることができるの
で、セキュリティー性が向上するという長所がある。
【００５５】
　前記金庫７０は、区画部７２によって付加機能カセット４５が位置する第１空間と、前
記多数の媒体カセット４１ないし４４及び回収カセット４６、４７が位置する第２空間と
が区画されることができる。前記区画部７２は、前記多数の媒体カセット４１ないし４４
及び回収カセット４６、４７が位置する前記第２空間を開閉するドアでありうる。または
、前記金庫７０内に区画部が存在しないことも可能である。ただし、区画部７２の存在有
無にかかわらず後述する第１ロック装置と第２ロック装置によって二重ロックは要求され
ることができる。
【００５６】
　前記金庫７０は、第１ロック装置と第２ロック装置を備えることができる。前記第１ロ
ック装置は、ユーザが前記付加機能カセット４５への接近を許したり遮断する役割を果た
す。もちろん、前記金庫７０が第１ロック装置を備え、前記第２ロック装置は、前記環流
カセットを支持し、金庫から引出し可能なカセットサポーターに備えられることも可能で
ある。
【００５７】
　前記第２ロック装置は、ユーザが前記多数の媒体カセット４１、４４及び回収カセット
４６、４７が位置する前記第２空間への接近を許容するか、または遮断する役割を果たす
。
【００５８】
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　従って、ユーザが第１ロック装置を解除する場合、ユーザは、前記付加機能カセット４
５に接近できる。ユーザが第１ロック装置を解除しても前記第２ロック装置によって前記
多数の媒体カセット４１、４４及び回収カセット４６、４７が位置する第２空間の接近は
遮断されることができる。
【００５９】
　一例として、ユーザによって、各ロック装置の解除をすることのできる権限が異なりえ
き、仮に、第２ロック装置の解除のための権限を持っていない者は、第１ロック装置を解
除した状態で第２ロック装置を解除できない。
【００６０】
　従って、本実施の形態によれば、付加機能カセット４５を使用する過程においても、前
記多数の媒体カセット４１ないし４４及び回収カセット４６、４７の接近は遮断されるこ
とができるので、セキュリティー性が向上するという長所がある。
【００６１】
　一方、前記媒体入出装置は、入金のための媒体または計数のための媒体を投入するため
の入金部２１（または「投入部」とも呼ぶ）と、出金のための媒体または計数完了した媒
体が集積される出金部２２を備えることができる。
【００６２】
　前記入金部２１は、示されていないが、前記入金部２１内に集積された媒体を分離させ
るための分離装置を備えることができる。
【００６３】
　前記分離装置は、媒体をピックアップするためのピックアップローラ（ｐｉｃｋ－ｕｐ
　ｒｏｌｌｅｒ）と、前記ピックアップローラにおいてピックアップされる媒体を一枚ず
つ分離するためのフィードローラ（ｆｅｅｄ　ｒｏｌｌｅｒ）とゲートローラ（ｇａｔｅ
　ｒｏｌｌｅｒ）を備えることができる。前記ゲートローラは、前記フィードローラと反
対方向に回転するか、停止した状態を維持できる。
【００６４】
　前記媒体入出装置は、計数過程及び／または入金過程において前記鑑別部２５によって
認識されないか、または不良であると判断された媒体を保管するリジェクト部２３をさら
に備えることができる。
【００６５】
　本明細書において、前記媒体処理装置は、上部モジュールと下部モジュールとを備え、
前記上部モジュールは、前記媒体入出装置２０、鑑別部２５及び一時集積部３０を備え、
前記下部モジュールは、前記媒体保管部４０、付加機能カセット４５及び前記回収カセッ
ト４６、４７を備えることができる。
　以下、本発明の第１の実施の形態にかかる金融機器の作用について説明する。
【００６６】
　＜計数過程＞
　図２は、本発明の第１の実施の形態にかかる計数過程での媒体の移送を示す図である。
【００６７】
　図２に示すように、媒体の計数のために、媒体が入金部２１に投入されることができる
。前記入金部２１に投入された媒体は、分離装置によって一枚ずつ分離されることができ
る。一枚ずつ分離された媒体は、鑑別部２５を通る。前記鑑別部２５は、前記媒体の券種
だけでなく、前記媒体が正常媒体なのかまたは非正常媒体なのかを判断できる。
【００６８】
　前記鑑別部２５において正常媒体と認識された媒体は、前記出金部２２に移送されるこ
とができる。反面、前記鑑別部２５において非正常媒体と認識された媒体は、前記リジェ
クト部２３に移送されることができる。本明細において、前記非正常媒体と認識された媒
体は、前記鑑別部が不良媒体と判断した媒体であるか、または前記鑑別部２５において認
識されない媒体でありうる。
【００６９】
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　＜入金過程＞
　図３ないし図５は、本発明の第１の実施の形態にかかる入金過程での媒体の移送を示す
図であり、図３は、１次入金過程での媒体の移送を示し、図４は、入金取消命令が入力さ
れた場合の媒体の移送を示し、図５は、２次入金過程での媒体の移送を示す。
【００７０】
　本明細書において、前記入金部２１に投入された媒体が前記一時集積部３０に集積され
る過程を１次入金過程と名付けることができ、前記ユーザインタフェース１２が入金確認
命令を受信して、前記一時集積部３０に集積された媒体が前記媒体保管部４０に移送され
て集積される過程を２次入金過程と名付けることができる。したがって、２次入金過程が
完了すると、媒体の入金取引は完了すると見なすことができる。
【００７１】
　まず、図３を参照すれば、媒体の入金のために、媒体が入金部２１に投入されることが
できる。前記入金部２１に投入された媒体は、分離装置によって一枚ずつ分離されること
ができる。一枚ずつ分離された媒体は、鑑別部２５を通る。
【００７２】
　前記鑑別部２５において正常媒体と認識された媒体は、前記一時集積部３０に移送され
ることができる。反面、前記鑑別部２５において非正常媒体と認識された媒体は、前記出
金部２２またはリジェクト部２３に移送されることができる。
【００７３】
　その後、前記ユーザインタフェース１２は、入金確認命令または入金取消命令を受信す
ることができる。
【００７４】
　図４を参照すれば、前記ユーザインタフェース１２が入金取消命令を受信すると、前記
一時集積部３０に集積された媒体は、前記一時集積部３０から放出された後に前記出金部
２２またはリジェクト部２３に移送されることができる。
【００７５】
　このとき、１次入金過程において非正常媒体と認識された媒体が出金部２２に移送され
た場合には、前記一時集積部３０から放出された媒体も前記出金部２２に移送されること
ができる。反面、１次入金過程において非正常媒体と認識された媒体がリジェクト部２３
にで移送された場合には、前記一時集積部３０から放出された媒体も前記リジェクト部２
３に移送されることができる。
【００７６】
　図５を参照すれば、前記ユーザインタフェース１２が入金確認命令を受信すると、前記
一時集積部３０に集積された媒体は、前記鑑別部２５を再度通った後に前記媒体保管部４
０に移送されて集積されることができる。
【００７７】
　このとき、前記鑑別部２５を再度通った媒体が非正常媒体と判断されると、非正常媒体
と判断された媒体は、前記回収カセット４６、４７に回収されることができる。
【００７８】
　本実施の形態において前記付加機能カセット４５は、入金取引時に入金のための媒体を
集積できるカセット役割を果たすことができる。
【００７９】
　この場合、前記入金部２１を介して投入された媒体の券種のうち、一つ以上の券種の媒
体は２次入金過程で前記付加機能カセット４５に集積できる。
【００８０】
　このような付加機能カセット４５は環流カセット役割を遂行することができる。本発明
で放出機能を具備しなくて、集積機能だけ有するカセットを集積カセットと定義すること
ができる。
【００８１】
　本実施の形態によれば、前記付加機能カセット４５に入金のための媒体が集積されても
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前記付加機能カセット４５が金庫内に位置するので、セキュリティー性が確保される長所
がある。
【００８２】
　また、前記付加機能カセット４５が集積のための集積カセットとして機能する場合、前
記金融機器１が処理できる媒体の券種の個数が増加するだけでなく、入金取引によって前
記金融機器１が保管できる媒体の枚数が増加できる。
【００８３】
　一例として、多数の媒体カセット４１ないし４４に保管されることのできる媒体の券種
と異なる券種の媒体を付加機能カセット４５に保管できる。
【００８４】
　仮に、前記第１カセット４６及び前記第２カセット４７も、環流カセットまたは集積カ
セットとして使用する場合には、前記金融機器１が処理できる媒体の枚数が一層増加でき
るという長所がある。
【００８５】
　他の例として、多数の媒体カセット４１ないし４４に保管できる媒体の券種のうち、何
れか一つの券種を前記付加機能カセット４５にも保管できる。例えば、一つ以上の媒体カ
セット４１ないし４４に媒体がぎっしり詰まるか、または基準枚数以上集積された場合、
前記一つ以上の媒体カセット４１ないし４４に保管されなければならない媒体を前記付加
機能カセット４５に保管できる。
【００８６】
　従って、本実施の形態によれば、金融機器の稼動率が増加できる。すなわち、一般的な
金融機器の場合、一つ以上の媒体カセットに媒体がぎっしりと詰まると、金融機器は稼動
を中断し、媒体がぎっしり詰まった一媒体カセットに接近して、媒体を取り出さない限り
金融機器は稼働されない。しかしながら、本実施の形態によれば、一つ以上の媒体カセッ
トに媒体がぎっしりと詰まっても、媒体がぎっしりと詰まった一媒体カセットに保管され
なければならない媒体が付加機能カセット４５に保管されることができるので、金融機器
のうち、断なしで稼動させ続けることができる。
【００８７】
　前記付加機能カセット４５に保管された媒体は、後に前記一媒体カセットの媒体の枚数
が所定枚数未満になると、前記一媒体カセットに補充されることができる。
【００８８】
　それだけでなく、媒体がぎっしりと詰まった媒体カセットに接近して媒体カセットから
媒体を取り出さなくても良いので、セキュリティー性が向上するという長所がある。
【００８９】
　前記付加機能カセット４５の機能または用途は、金融取引の前に予め設定されるか、ま
たは金融取引過程において転換されることができる。例えば、前記付加機能カセット４５
が第１券種を保管するための環流カセットとして使用する途中に第２券種を保管するため
の環流カセットに用途が転換されることができる。
【００９０】
　または、前記回収カセット４６、４７に媒体がぎっしりと詰まってもうこれ以上媒体を
回収できない場合には、前記付加機能カセット４５は、回収カセットとして機能すること
ができる。
【００９１】
　または、前記回収カセット４６、４７を環流カセットとして使用することができる。こ
の場合、前記回収カセット４６、４７には、同一券種または互いに異なる二券種の媒体が
集積されることができる。そして、前記付加機能カセット４５が回収カセットとして使用
されることができる。
【００９２】
　前記付加機能カセット４５が回収カセットとして使用される場合、前記ユーザインタフ
ェース１２は、前記付加機能カセット４５に回収された媒体を出金部２２に移送させるた
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めの命令を受信することができ、この場合、ユーザは前記付加機能カセット４５に保管さ
れた媒体を出金部２２に移送させることができる長所がある。すると、ユーザは、出金部
２２に集積された媒体を取り出すことができるので、ユーザの便宜性が向上するという長
所がある。
【００９３】
　他の例として、前記付加機能カセット４５が媒体の一時集積のための一時集積カセット
として使用されることができる。このとき、前記付加機能カセット４５に集積されること
のできる媒体の最大枚数は、前記一時集積部３０に集積されることのできる媒体の最大枚
数より多い。
【００９４】
　前記ユーザインタフェース１２が入金のための媒体の枚数を受信していない場合、前記
入金部２１に投入された媒体は、前記一時集積部３０にまず集積され、前記一時集積部３
０に集積された媒体の枚数が最大枚数に到達すると、投入された媒体のうち、前記一時集
積部３０に集積されない残りの媒体は、前記付加機能カセット４５に一時集積されること
ができる。
【００９５】
　さらに他の例として、前記ユーザインタフェース１２は、入金のための媒体の枚数を受
信することができ、受信された媒体の枚数が前記一時集積部３０に保管されることのでき
る媒体の最大枚数より多い場合、前記入金部２１に投入された入金のための媒体の全部は
、前記付加機能カセット４５に一時集積されることができる。
【００９６】
　前記付加機能カセット４５に一時集積された媒体は、前記ユーザインタフェース１２に
おいて入金確認命令を受信する際、前記鑑別部２５を通った後に前記媒体保管部４０に移
送されることができる。
【００９７】
　＜出金過程＞
　図６は、本発明の第１の実施の形態にかかる出金過程での媒体の移送を示す図である。
【００９８】
　図６に示すように、ユーザインタフェース１２が媒体の出金命令を受信すると、前記媒
体保管部４０から、受信された出金金額に対応する券種及び枚数の媒体が放出される。前
記媒体保管部４０から放出された媒体は、前記鑑別部２５を通るようになる。前記鑑別部
２５を通った媒体のうち、正常媒体と判断された媒体は、前記出金部２２に移送される。
これに対し、前記鑑別部２５を通った媒体のうち、非正常媒体と判断された媒体は、前記
回収カセット４６、４７に回収されることができる。
【００９９】
　仮に、前記付加機能カセット４５が環流カセットとして機能する場合、出金過程におい
て前記付加機能カセット４５に保管された媒体が放出されて前記出金部２２に移送される
ことができる。
【０１００】
　または、一つ以上の媒体カセットに媒体がぎっしり詰まるようになって、前記一つ以上
の媒体カセットに保管できない媒体を前記付加機能カセット４５が保管する場合には、後
に前記一つ以上の媒体カセットが所定枚数未満になる場合、前記付加機能カセット４５に
保管された媒体が前記一つ以上の媒体カセットに補充されることができる。すなわち、前
記付加機能カセット４５に保管された媒体が前記鑑別部２５を通った後に前記一つ以上の
媒体カセットに補充されることができる。
【０１０１】
　本実施の形態によれば、前記一つ以上の媒体カセットが所定枚数未満になる場合にも、
前記付加機能カセット４５に保管された媒体を取引に使用することができるので、金融機
器の稼動率が増加するという長所がある。この場合、前記付加機能カセット４５は、補充
カセットとして機能すると理解されることができる。
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【０１０２】
　＜補充過程＿入金部を利用した媒体補充＞
　図７は、本発明の第１の実施の形態にかかる入金部を利用した媒体補充過程での媒体の
移送を示す図である。
【０１０３】
　図７を参照すれば、ユーザは、前記媒体保管部４０に補充する媒体を前記入金部２１に
投入できる。このとき、前記入金部２１に投入できる媒体の券種は一つ以上でありうる。
【０１０４】
　前記入金部２１に投入された補充のための媒体は、前記鑑別部２５を通る。
【０１０５】
　前記鑑別部２５において正常媒体と認識された媒体は、前記媒体保管部４０または前記
付加機能カセット４５として補充できる。このとき、補充のための媒体は、前記鑑別部２
５を通った後に前記一時集積部３０に一時集積されずに、直に前記媒体保管部４０または
前記付加機能カセット４５に補充されることができる。
【０１０６】
　これに対し、前記鑑別部２５において非正常媒体と認識された媒体は、前記出金部２２
またはリジェクト部２３に移送されることができる。
【０１０７】
　取引環境または取引地域によって、入金過程が入金部を利用した媒体補充過程と同じ過
程で行われることも可能である。
【０１０８】
　すなわち、入金過程でも前記鑑別部２５を通った正常媒体が前記一時集積部３０に集積
されずに直に媒体保管部４０または付加機能カセット４５に移送されることが可能である
。このような一時集積のない入金過程を快速入金過程と名付けることができる。
【０１０９】
　一方、前記付加機能カセット４５の構造は、前記多数の媒体カセット各々の構造と同一
または似ていることができる。したがって、前記多数の媒体カセットのうち、一媒体カセ
ットを故障などの理由で使用できない場合、前記一媒体カセットを前記付加機能カセット
４５に代替することができる。
【０１１０】
　例えば、前記金庫内には、前記多数の媒体カセットが装着される装着部が備えられ、前
記装着部で前記一媒体カセットを分離した後に前記付加機能カセットを装着して使用する
ことができる。
【０１１１】
　従って、本実施の形態によれば、付加機能カセットの構造的変更がなくても、前記付加
機能カセットを一媒体カセットの代わりに使用することができる長所があり、これによっ
て、金融機器の稼動率が向上することができる。
【０１１２】
　＜補充過程＿付加機能カセットを利用した媒体補充＞
　図８は、本発明の第１の実施の形態にかかる付加機能カセットを利用した媒体補充過程
での媒体の移送を示す図である。
【０１１３】
　図８に示す、前記付加機能カセット４５は、補充のためのカセットとして使用されるこ
とができる。
【０１１４】
　前記付加機能カセット４５に接近権限があるユーザは、前記付加機能カセット４５に接
近した後に前記付加機能カセット４５に補充のための媒体を装入できる。上述したように
、前記付加機能カセット４５にだけ接近権限があるユーザは、前記媒体保管部４０に接近
できない。
【０１１５】



(17) JP 2016-110651 A 2016.6.20

10

20

30

40

50

　そして、前記付加機能カセット４５に装入できる媒体の券種は、一つ以上でありうる。
【０１１６】
　前記ユーザインタフェース１２は、補充命令を受信することができる。補充命令が受信
されると、前記付加機能カセット４５から補充のための媒体が放出され、放出された媒体
は、前記鑑別部２５を通る。
【０１１７】
　前記鑑別部２５において正常媒体と認識された補充のための媒体は、前記媒体保管部４
０に補充できる。このとき、前記鑑別部２５では、補充のための媒体の一連番号が認識さ
れ、認識された媒体の一連番号は、メモリ１３に格納される。したがって、前記メモリ１
３には、前記媒体保管部４０のうち、何れか一つ以上の媒体カセットに補充された媒体の
情報が格納されて管理されることができる。
【０１１８】
　これに対し、前記鑑別部２５において非正常媒体と認識された補充のための媒体は、前
記回収カセット４６、４７に回収されることができる。
【０１１９】
　本実施の形態によれば、金庫７０内に位置した付加機能カセット４５に媒体が一度装入
された後には、自動的に媒体の補充が行われることができるので、ユーザの便宜性が向上
するという長所がある。
【０１２０】
　また、金庫７０内に位置した付加機能カセット４５に媒体が一度装入された後には、媒
体の補充過程でユーザが前記付加機能カセット４５または前記媒体保管部４０に接近でき
ないので、金融機器のセキュリティー性が向上するという長所がある。
【０１２１】
　＜回収過程＞
　図９は、本発明の第１の実施の形態にかかる付加機能カセットを利用した媒体回収過程
での媒体の移送を示す図である。
【０１２２】
　図９に示すように、前記付加機能カセット４５は、回収のためのカセットとして使用さ
れることができる。もちろん、前記付加機能カセット４５が補充及び回収のためのカセッ
トとして使用されることも可能である。
【０１２３】
　前記ユーザインタフェース１２は、回収命令を受信することができる。回収命令が受信
されると、多数の媒体カセット４１ないし４４のうち、何れか一つ以上の媒体カセットか
ら媒体が放出されることができる。前記一つ以上の媒体カセットから放出された媒体は、
前記付加機能カセット４５に連結された移送路６０によって前記付加機能カセット４５に
回収されることができる。
【０１２４】
　回収過程において、前記一つ以上の媒体カセットから放出された回収のための媒体は、
前記鑑別部２５を通らずに前記付加機能カセット４５に移送されることができる。このと
き、前記付加機能カセット４５に回収される媒体の枚数は管理される必要がある。
【０１２５】
　従って、前記移送路６０には移送される媒体の枚数を感知するためのセンサ６２（ｓｅ
ｎｓｏｒ）が配置されることができる。
【０１２６】
　従って、前記センサ６２によって前記付加機能カセット４５に回収される媒体の枚数が
計算されることができ、計算された媒体は、前記メモリ１３に格納されることができる。
【０１２７】
　また、前記一つ以上の媒体カセットから放出された回収のための媒体が最小限の移送路
を通って前記付加機能カセット４５に回収されるので、媒体の移送過程においてジャム発
生が最小化できる。
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【０１２８】
　本実施の形態によれば、前記付加機能カセット４５が前記金庫７０内に配置されること
によって、回収された媒体のセキュリティーが確保されることができる。
【０１２９】
　＜精算過程＿部分精算＞
　図１０及び図１１は、本発明の第１の実施の形態にかかる媒体カセットに保管された媒
体の一部を利用して精算を行う過程を示す図である。
【０１３０】
　図１０及び図１１を参照すれば、当日金融取引の終了時、当日金融取引開始時、または
ユーザインタフェースが部分精算命令を受信すると、前記多数の媒体カセット４１ないし
４４のうち、一媒体カセットから一定枚数の媒体が放出されることができる。本実施の形
態において一定枚数は、前記一媒体カセットに保管されることのできる媒体最大数より少
ない数である。前記一媒体カセットから放出された媒体は、前記鑑別部２５を通った後に
前記回収カセット４７に移送されることができる。
【０１３１】
　前記一定枚数の媒体が前記鑑別部２５を通る過程において前記鑑別部２５は、一定枚数
の媒体各々の一連番号を認識できる。
【０１３２】
　前記制御部１４は、前記鑑別部２５が認識した前記一定枚数の媒体各々の一連番号と前
記メモリ１３に格納された一連番号とを比較できる。
【０１３３】
　前記メモリ１３には、多数の媒体カセット４１ないし４４のそれぞれに保管された媒体
の一連番号が格納されており、前記一定枚数の媒体各々の一連番号と前記メモリ１３に格
納された一連番号とが一致する場合、前記回収カセット４７に回収された前記一定枚数の
媒体は、前記一媒体カセットに再度移送されることができる。
【０１３４】
　これに対し、前記一定枚数の媒体各々の一連番号と前記メモリ１３に格納された一連番
号とが一致しない場合、前記メモリ１３に格納された一連番号情報を修正し、修正された
一連番号を格納することができる。
【０１３５】
　また、前記一定枚数の媒体各々の一連番号のうち、何れか一つ以上の一連番号が前記メ
モリ１３に格納されないか、または媒体別一連番号の順序が変わって格納されている場合
、前記メモリ１３に格納された情報を修正または削除することによって、実際媒体カセッ
トに保管された媒体の一連番号と前記メモリ１３に格納された媒体の一連番号を一致させ
ることができる。
【０１３６】
　または、前記一定枚数の媒体各々の一連番号と前記メモリ１３に格納された一連番号と
が一致しない場合、前記メモリ１３において前記一定枚数の媒体の各々の一連番号情報を
削除できる。この場合には、既に回収カセット４６、４７に前記一定枚数の媒体が位置す
るので、前記一定枚数の媒体の回収過程は必要でない。
【０１３７】
　本実施の形態によれば、一定枚数の媒体を利用して精算を行うことができるので、簡単
な精算が可能であるという長所がある。また、精算過程において前記一定枚数の媒体が外
部に露出せずに、金庫内に保管された状態が維持されるので、ユーザが前記一定枚数の媒
体に接近できないから、精算過程においてセキュリティーが確保されることができる長所
がある。
【０１３８】
　他の例として、前記多数の媒体カセットのうち、何れか一つ以上の媒体カセットは、一
時集積機能を行うための一時集積空間をさらに備えることができる。一例として、前記一
媒体カセット内に一時集積空間と媒体を保管する保管空間とが区分されていることができ
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る。この場合には、精算のための一定枚数の媒体を前記一時集積空間へ移送させた後、精
算完了すると、また前記一媒体カセットに移送させることができる。
【０１３９】
　さらに他の例として、前記多数の媒体カセットのうち、何れか一つ以上の媒体カセット
は、多数の空間を具備できる多段カセットでありうる。すなわち、媒体カセット内に多数
の空間に各々媒体が独立的に保管されることができ、各空間の媒体は、分離装置によって
分離されて前記媒体カセットの外部に放出されることができる。
【０１４０】
　この場合には、精算のための一定枚数の媒体を前記多段カセットのうち、一空間へ移送
させた後、精算完了すると、再度前記一媒体カセットに移送させることができる。
【０１４１】
　多数の媒体カセットのうち、一媒体カセットの精算が完了すると、次の媒体カセットを
精算できる。
【０１４２】
　他の例として、前記媒体カセットから放出された一定枚数の媒体は、前記鑑別部を通っ
た後、他のモジュールの経由無しで直に前記媒体カセットに移送されることができる。
【０１４３】
　さらに他の例として、前記媒体カセットから放出された一定枚数の媒体は、前記付加機
能カセットに移送され、前記付加機能カセットに移送された媒体が前記鑑別部を通った後
に前記媒体カセットに再度移送されることができる。
【０１４４】
　または、一定枚数の媒体を利用して精算を行ったが、追加精算が必要な場合、前記一定
枚数より多い枚数の媒体を前記媒体カセットから放出させた後、前記付加機能カセットに
移送させ、前記付加機能カセットに移送された媒体が前記鑑別部を通った後に前記媒体カ
セットに再度移送されることも可能である。
【０１４５】
　＜精算過程＿全部精算＞
　図１２は、本発明の第１の実施の形態にかかる媒体カセットに保管された媒体全部を利
用して精算を行う過程を示す図である。
【０１４６】
　図１２に示すように、当日金融取引終了時、当日金融取引開始時、またはユーザインタ
フェースが全部精算命令を受信すると、前記多数の媒体カセット４１ないし４４のうち、
一媒体カセットに保管された媒体全部が放出されることができる。前記一媒体カセットか
ら放出された媒体は、前記鑑別部２５を通らず、前記付加機能カセット４５に移送される
ことができる（矢印Ａ参照）。この場合、前記付加機能カセット４５は、精算用カセット
として使用されることができる。
【０１４７】
　前記付加機能カセット４５に移送された媒体は、前記付加機能カセット４５から放出さ
れた後、前記鑑別部２５を通って前記一媒体カセットに再度移送されることができる（矢
印Ｂ参照）。
【０１４８】
　このとき、前記一媒体カセットに集積された媒体の順序は、前記付加機能カセット４５
から移送されながら逆順になる。しかしながら、前記付加機能カセット４５から放出され
た媒体が前記一媒体カセットに復帰すると、再度媒体の順序が変わって本来の順序に復帰
する。
【０１４９】
　前記鑑別部２５は、前記一媒体カセットに保管された媒体の各々に対する一連番号を認
識できる。認識された一連番号は、前記メモリ１３に格納されることができる。
【０１５０】
　または、前記鑑別部２５で鑑別された各媒体の一連番号と前記メモリ１３に格納された
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各媒体の一連番号とを比較した後、互いに一致しない場合、前記メモリ１３に格納された
情報を修正できる。
【０１５１】
　本実施の形態によれば、一媒体カセットに保管された媒体の全てを利用して精算を行う
ことができるので、正確な精算が可能であるという長所がある。また、精算過程で媒体が
外部に露出せずに、金庫内に保管された状態が維持されるので、精算過程においてセキュ
リティーが確保されうるという長所がある。
【０１５２】
　多数の媒体カセットのうち、一媒体カセットの精算が完了すると、次の媒体カセットを
精算できる。
【０１５３】
　図１３は、本発明の第２の実施の形態にかかる金融機器を概略的に示す構成図で、図１
４は、本発明の第２の実施の形態にかかる媒体入出装置を概略的に示す図である。
【０１５４】
　図１３及び図１４に示すように、本発明の第２の実施の形態にかかる金融機器２は、媒
体処理装置１０を備えることができる。前記媒体処理装置１０は、前記キャビネット１１
内に配置されることができる。
【０１５５】
　前記金融機器２は、制御部１６、ユーザインタフェース１５及びメモリ１７をさらに備
えることができる。本実施の形態において、制御部１６、ユーザインタフェース１５及び
メモリ１７についての説明は、第１の実施の形態において説明した内容がそのまま適用さ
れることができるので、詳細な説明は省略することにする。
【０１５６】
　前記媒体処理装置１０は、ユーザが媒体を投入したりユーザが媒体を取り出すことがで
きる媒体入出装置１２０を備えることができる。
【０１５７】
　前記媒体処理装置１０は、入金のための媒体、出金のための媒体または計数のための媒
体を鑑別するための鑑別部２５をさらに備えることができる。
【０１５８】
　また、前記媒体処理装置１０は、媒体を一時集積できる一時集積部３０をさらに備える
ことができる。ただし、金融機器１の使用地域または位置によって、前記一時集積部３０
は省略できる。
【０１５９】
　前記媒体処理装置１０は、媒体を保管するための媒体保管部４０、付加機能カセット４
５、移送モジュール５０、回収カセット４６、４７をさらに備えることができる。そして
、前記媒体保管部４０、付加機能カセット４５、移送モジュール５０、回収カセット４６
、４７は金庫７０内に位置できる。
【０１６０】
　本実施の形態の媒体保管部４０、付加機能カセット４５、移送モジュール５０、回収カ
セット４６、４７の構造及び機能は、第１の実施の形態において説明された構造及び機能
が同様に適用されることができるので、重複する説明は省略し、以下では、本実施の形態
の特徴的な部分についてのみ説明することにする。一例として、第１の実施の形態におい
て説明された付加機能カセットの多様な用途及び機能は、本実施の形態においても同様に
適用されることができる。
【０１６１】
　一方、前記媒体入出装置１２０は、入金のための媒体、出金のための媒体及び計数のた
めの媒体が入出されるようにする。
【０１６２】
　前記媒体入出装置１２０は、第１空間１２１と、第２空間１２２を備えることができる
。前記第１空間１２１には、入金のための媒体または計数のための媒体が投入されること
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ができる。前記第２空間１２２には、計数完了した媒体、入金のための媒体のうち、鑑別
部２５を通った媒体または出金のための媒体が集積されることができる。
【０１６３】
　前記媒体入出装置１２０は、前記第１空間１２１に位置した媒体を分離させるための第
１分離装置をさらに備えることができる。
【０１６４】
　前記第１分離装置は、前記第１空間１２１に位置した媒体をピックアップするための第
１ピックアップローラ１３１（ｐｉｃｋ－ｕｐ　ｒｏｌｌｅｒ）と、前記第１ピックアッ
プローラ１３１においてピックアップされる媒体を一枚ずつ分離するための第１フィード
ローラ１３２（ｆｅｅｄ　ｒｏｌｌｅｒ）と第１ゲートローラ１３３（ｇａｔｅ　ｒｏｌ
ｌｅｒ）を備えることができる。前記第１ゲートローラ１３３は、前記第１フィードロー
ラ１３２と反対方向に回転するか、または停止した状態を維持できる。
【０１６５】
　前記媒体入出装置１２０は、前記第２空間１２２に引入された媒体の集積をガイドする
ためのスタックガイド（ｓｔａｃｋ　ｇｕｉｄｅ）１３７と、前記第２空間１２２に引入
された媒体の入金処理のために、前記第２空間１２２の媒体を分離させるための第２分離
装置をさらに備えることができる。
【０１６６】
　前記第２分離装置は、前記第２空間１２２に位置した媒体をピックアップするための第
２ピックアップローラ１３４と、前記第２ピックアップローラ１３５においてピックアッ
プされた媒体を一枚ずつ分離するための第２フィードローラ１３５と第２ゲートローラ１
３６とを備えることができる。前記第２ゲートローラ１３６は、前記第２フィードローラ
１３５と反対方向に回転するか、または停止した状態を維持できる。
【０１６７】
　前記スタックガイド１３７は、前記第２空間１２２に引入される媒体が支持面１２６に
一枚ずつ集積されるようにガイドできる。一例として前記スタックガイド１３７は、回転
動作によって引入される媒体を前記支持面１２６に案内するスタックホイール（ｓｔａｃ
ｋ　ｗｈｅｅｌ）でありうる。
【０１６８】
　前記第２空間１２２は、シャッター１２４（ｓｈｕｔｔｅｒ）によって開閉されること
ができる。
【０１６９】
　前記シャッター１２４は、計数過程において前記第２空間１２２を開放させるか、計数
過程でにおいて２空間１２２を閉鎖し、計数過程が完了すると、前記第２空間１２２を開
放させることができる。また、前記シャッター１２４は、入金過程において前記第２空間
１２２を開放または閉鎖させることができる。
【０１７０】
　図１４では、前記シャッター１２４が前記第２空間１２２を開放させた状態が示される
。この状態において前記シャッター１２４が図面において左側の下方へ移動されると、前
記第２空間１２２を閉鎖できる。
　前記媒体入出装置１２０は、計数過程及び／または入金過程において前記鑑別部２５に
よって認識されないか、または不良であると判断された媒体（以下、「非正常媒体」とい
う）を保管できる第３空間１２３をさらに備えることができる。
【０１７１】
　前記第３空間１２３は、シャッター（図示せず）によって開閉されることができ、また
は移送された媒体の離脱を防止するように第３空間１２３の開口部の一部を遮蔽する遮蔽
部材を具備できる。
【０１７２】
　前記第１空間１２１、前記第２空間１２２及び前記第３空間１２３は互いに独立した空
間でありうる。または、少なくとも一部の空間は、一つの独立した空間が仕切りまたはガ
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イドなどの区分部材により区分された空間でありうる。このとき、前記第１空間１２１、
前記第２空間１２２及び前記第３空間１２３のうち、少なくとも一部の空間が区分された
空間である場合、前記区分部材の移動により空間の大きさが可変できる。
【０１７３】
　前記第２空間１２２の少なくとも一部は、前記第１空間１２１より高く位置できる。ま
た、前記第３空間１２３の少なくとも一部は、前記第２空間１２２より高く位置できる。
すなわち、前記第１空間ないし第３空間１２１ないし１２３は、互いに異なる高さに配置
されることができる。したがって、ユーザは、前記第１空間ないし第３空間１２１ないし
１２３に容易に接近できる。
【０１７４】
　前記第１空間１２１の一地点と前記第２空間１２２の一地点及び前記第３空間１２３の
一地点は、一つの直線上に位置できる。このとき、前記直線は、水平線において一定角度
傾斜することができる。このような第１空間ないし第３空間１２１ないし１２３の配置に
よれば、ユーザの動線が短くなり便利な長所がある。
【０１７５】
　一例として、前記第１空間１２１より高く位置する第３空間１２３に集積された媒体を
前記第３空間１２３から取り出した後に、手を下ろしながら前記第１空間１２１に媒体を
投入できるので、ユーザの便宜性が最大化するという長所がある。
【０１７６】
　制約的ではないが、前記ユーザインタフェース１５は、前記第３空間１２３の上側部に
位置できる。この場合、ユーザが前記第１空間１２１に媒体を投入した状態で前記ユーザ
インタフェース１５を何らの干渉なしで操作できるという長所がある。
【０１７７】
　一方、前記金融機器２は、媒体の移送のための移送路をさらに備えることができる。
【０１７８】
　前記移送路は、前記鑑別部２５を通過する第１移送路１５１と、前記第１移送路１５１
に連結される第２移送路１５２及び第３移送路１５３をさらに備えることができる。制約
的ではないが、前記第２移送路１５２は、前記第１移送路１５１の下方に位置でき、前記
第３移送路１５３は、前記第１移送路１５１の上方に位置できる。
【０１７９】
　また、前記移送路は、前記第１空間１２１と前記第１移送路１５１とを連結する連結経
路１５４をさらに備えることができる。前記第１空間１２１の媒体は、前記連結経路１５
４を介して前記第１移送路１５１に移送されることができる。
【０１８０】
　前記移送路は、前記第３移送路１５３から分岐され、前記第３移送路１５３の媒体を前
記第２空間１２２に案内する引入経路１５５と、前記第２空間１２２の媒体を前記第１移
送路１５１に案内する引出し経路１５６をさらに備えることができる。
【０１８１】
　計数のための媒体または入金のための媒体は、前記鑑別部２５を通った後、前記第３移
送路１５３に沿って移送され、前記第３移送路１５３から前記引入経路１５５を介して前
記第２空間１２２に引入されることができる。
【０１８２】
　前記移送路は、前記第３移送路１５３から分岐され、前記第３移送路１５３の媒体を前
記第３空間１２３に案内する回収路１５７をさらに備えることができる。
【０１８３】
　このとき、前記計数過程及び入金過程における媒体は、同じ経路及び同じ空間に媒体を
案内するから、ユーザインタフェース１５を介してユーザから計数のための命令及び入金
のための命令を各々区分して受信した場合でも、前記金融機器では、同じ制御命令を介し
て前記計数及び前記入金命令を処理できるから、前記金融機器の制御が簡素化できる。
【０１８４】
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　以下、金融取引過程に応じる金融機器の作用について説明する。
【０１８５】
　＜計数過程／１次入金過程＞
　図１５は、本発明の第２の実施の形態にかかる計数過程または１次入金過程での媒体の
移送を示す図で、図１６は、図１４の計数過程または１次入金過程での媒体入出装置の作
動を示す図であり、図１７は、本発明の第２の実施の形態にかかる第２空間で処理できる
媒体の枚数より多い枚数の媒体を入金する場合の媒体移送を示す図である。
【０１８６】
　まず、図１５及び図１６を参照すれば、１次入金過程または計数過程において、入金及
び／または計数のための媒体Ｍ１は、第１空間１２１に投入されることができる。
【０１８７】
　前記第１空間１２１に投入された媒体Ｍ１は、第１分離装置によって一枚ずつ分離され
ることができる。一枚ずつ分離された媒体Ｍ１は、前記連結経路１５４を通って前記第１
移送路１５１に移送される。前記第１移送路１５１に移送された媒体Ｍ１は、前記鑑別部
２５を通る。
【０１８８】
　前記鑑別部２５において正常媒体と認識された媒体Ｍ２は、前記第３移送路１５３に沿
って移送される途中で前記引入経路１５５を介して前記第２空間１２２に引入される。前
記第２空間１２２に引入された媒体Ｍ２は、前記スタックガイド１３７によって支持面１
２６に固着されることができる。
【０１８９】
　反面、前記鑑別部２５において非正常媒体と判断された媒体Ｍ３は、前記第３移送路１
５３に沿って移送される途中で、前記回収路１５７を介して前記第３空間１２３に移送さ
れる。
【０１９０】
　仮に、計数過程が行われる場合には、前記ユーザインタフェース１５に計数完了して、
前記第２空間１２２に集積された媒体の情報と前記第３空間１２３へ移送された媒体の情
報が表示されることができる。そして、計数完了した媒体を入金処理しない場合には、前
記第２空間１２２に集積された媒体Ｍ２を前記第２空間１２２から取り出すことができる
。
【０１９１】
　このとき、計数過程において前記シャッター１２４は、前記第２空間１２２を開放させ
るか、または閉鎖した状態を維持できる。仮に、前記シャッター１２４が前記第２空間１
２２を閉鎖した状態である場合、計数が完了すると、前記シャッター１２４が自動的に前
記第２空間１２２を開放させることができる。または、前記シャッター１２４が前記第２
空間１２２を閉鎖した状態である場合、計数が完了した後に前記ユーザインタフェース１
５を介してシャッター開放命令または計数終了命令を受信すると、前記シャッター１２４
が自動的に前記第２空間１２２を開放させることができる。
【０１９２】
　または、前記シャッター１２４が前記第２空間１２２を閉鎖した状態である場合、計数
が完了すると、手動で前記シャッター１２４を移動させて前記第２空間１２２を開放させ
ることができる。
【０１９３】
　もちろん、前記第３空間１２３もシャッターによって受動または自動的に開閉でき、計
数過程が完了した後にユーザは、前記第２空間１２２及び／または第３空間１２３の媒体
Ｍ３を取り出すことができる。
【０１９４】
　また、第２空間１２２及び第３空間１２３が独立した空間である場合、それぞれの空間
にシャッターがそれぞれ備えられることができ、前記第２空間１２２及び第３空間１２３
が区分部材により区分された空間である場合、一つのシャッターを介して前記第２空間１
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２２及び第３空間１２３が開閉されることができる。
【０１９５】
　このとき、シャッターが計数過程途中に閉鎖した状態を維持しオープンされないように
するシャッターロック部（図示せず）をさらに具備して、シャッターをロック状態にする
ことができ、計数が終了すると、シャッターが自動または手動でオープンされるように、
シャッターロック部（図示せず）のロックを解除することができる。
【０１９６】
　反面、１次入金過程が行われる場合には、前記ユーザインタフェース１５に鑑別が完了
して、前記第２空間１２２に集積された媒体の情報と第３空間１２３へ移送された媒体の
情報とが表示されることができる。そして、前記ユーザインタフェース１５を介して前記
第２空間１２２に集積された媒体に対する入金確認命令または入金取消命令を受信するこ
とができる。
【０１９７】
　仮に、ユーザインタフェース１５を介して入金確認命令が受信されると、前記第２空間
１２２の媒体Ｍ２は、前記第２分離装置によって分離及び移送されて入金処理されること
ができる。第２空間１２２の媒体Ｍ２の入金過程は、図面を参照して後述することにする
。
【０１９８】
　反面、入金取消命令が受信されると、入金過程は終了し、ユーザは、前記第２空間１２
２に集積された媒体Ｍ２を前記第２空間１２２から取り出すことができる。このとき、入
金過程における前記シャッター１２４は、前記第２空間１２２を閉鎖した状態を維持でき
、前記入金取消命令が受信されると、前記シャッター１２４が自動または手動で前記第２
空間１２２を開放させることができる。
【０１９９】
　本実施の形態によれば、入金取消命令が受信された場合、前記第２空間１２２に集積さ
れた媒体を直に取り出すことができるので、従来の一時集積部に集積された媒体を出金の
ための空間へ移送させる移送過程が省略でき、取引時間が短縮されることができ、媒体の
移送によるジャム発生が防止できる。
【０２００】
　また、前記シャッター１２４は、透明または半透明材質から形成されることができる。
この場合には、顧客が前記第２空間１２２に集積された媒体を確認することができ、入金
取消時、前記第２空間１２２から媒体を取り出す過程を顧客が直接肉眼で確認することが
できるので、顧客の信頼度が向上するという長所がある。
【０２０１】
　また、シャッターが入金過程途中に閉鎖した状態を維持しオープンされないようにする
シャッターロック部（図示せず）をさらに備えて、シャッターをロック状態にすることが
でき、入金過程が終了するか、または入金取消命令が受信されると、シャッターが自動ま
たは手動でオープンされるように、シャッターロック部（図示せず）のロックを解除する
こともできる。
【０２０２】
　入金過程における前記第２空間１２２は、入金のための媒体が一時集積される一時集積
空間として機能し、また入金取消命令が受信された場合、ユーザが集積された媒体を取り
出すことができるように、入金取消時出金空間として機能することができる。
【０２０３】
　次に、図１７を参照すれば、前記第２空間１２２に集積されうる媒体の最大枚数より多
い枚数が前記第１空間１２１に投入されることができる。
【０２０４】
　この場合、前記第１空間１２１から分離されて前記鑑別部２５を通った媒体は、前記第
２空間１２２に集積される。そして、前記第２空間１２２に集積された媒体の枚数が最大
枚数に到達すると、前記第１空間１２１から分離されて前記鑑別部２５を通った媒体が前
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記一時集積部３０に集積されることができる。
【０２０５】
　本実施の形態によれば、１回取引時、一時集積できる媒体の枚数が増加できるので、入
金取引回数が減ることができるという長所があり、これによって、全体媒体の入金のため
の取引時間が短縮されることができる。
【０２０６】
　仮に、一時集積部だけに媒体を一時集積する場合には、一時集積部に集積されうる最大
枚数を超過する媒体を入金しようとする場合、入金取引を２回以上行わなければならない
が、本実施の形態によれば、１回の取引で媒体を入金できるという長所がある。
【０２０７】
　また、第２空間及び一時集積部の各々が媒体を一時集積できるので、金庫内に位置した
媒体カセットのうち、一部を一時集積部として活用しなくても良いという長所があり、こ
れによって、取引可能な媒体の券種が減るかまたは取引可能な媒体の枚数が減ることが防
止できる。
【０２０８】
　入金過程において入金取消命令が受信されることができ、この場合、一時集積部に集積
された媒体は顧客に返還されることができる。一方、金庫内に位置した媒体カセットに集
積された媒体は顧客のお金ではない。しかしながら、金庫内に位置した媒体カセットを一
時集積部として活用する場合、媒体カセットに既に保管されていた顧客外のお金と顧客の
お金が混在する問題があり、一時集積部から媒体を放出する過程において顧客外のお金が
放出されるという問題が発生できる。
【０２０９】
　本実施の形態の場合、前記一時集積部３０は、金庫７０の他に配置されることができる
。したがって、前記一時集積部３０の顧客のお金と金庫内の顧客外のお金が混在すること
が防止できる。
【０２１０】
　他の例として、１次入金過程において、一時集積部にまず媒体が一時集積され、一時集
積部に集積された媒体の枚数が所定枚数に到達すると、前記第１空間１２１から分離され
て前記鑑別部２５を通った媒体が前記第２空間１２２に一時集積されることができる。
【０２１１】
　さらに他の例として、１次入金過程において前記第２空間１２２と前記一時集積部３０
のうち、何れか一つにまず媒体が一時集積され、前記第２空間１２２と前記一時集積部３
０のうち、何れか一つに媒体が一時集積されない場合、一例として第２空間または一時集
積部に媒体がぎっしりと詰まらなかったが、不良集積などの集積障害を理由として媒体を
集積することが望ましくない場合、前記第２空間１２２と前記一時集積部３０のうち、他
の一つに媒体を一時集積できる。
【０２１２】
　さらに他の例として、前記付加機能カセット４５が媒体の一時集積のための一時集積カ
セットとして使用されることができる。このとき、前記付加機能カセット４５に集積され
ることのできる媒体の最大枚数は、前記第２空間１２２及び前記一時集積部３０のそれぞ
れに集積されることのできる媒体の最大枚数より多い。
【０２１３】
　前記ユーザインタフェース１２において入金のための媒体の枚数が入力されない場合、
前記第１空間１２１に投入された媒体は、前記一時集積部３０と前記第２空間１２２のう
ち、何れか一つにまず集積されることができる。
【０２１４】
　仮に、前記一時集積部３０及び前記第２空間１２２のそれぞれに媒体がぎっしりと詰ま
って、もうこれ以上媒体を一時集積できない場合、前記付加機能カセット４５に媒体が一
時集積されることができる。
【０２１５】
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　すなわち、前記鑑別部２５を通る媒体の枚数に応じて、前記鑑別部２５を通った一時集
積媒体の移送位置が前記第２空間１２２、前記一時集積部３０及び前記付加機能カセット
４５のうち、何れか一つに決定され、決定された位置に移送されることができる。
【０２１６】
　さらに他の例として、前記付加機能カセット４５に集積されることのできる媒体の最大
枚数は、前記第２空間１２２及び前記一時集積部３０のそれぞれに集積されることのでき
る媒体の最大枚数の合計より多い場合がある。
【０２１７】
　本明細書において、前記第２空間１２２及び前記一時集積部３０のそれぞれに集積され
ることのできる媒体の最大枚数を同じであると仮定する。
【０２１８】
　前記ユーザインタフェース１２は、入金のための媒体の枚数を受信することができ、仮
に、受信された媒体の枚数が前記一時集積部３０または前記第２空間１２２に集積される
ことのできる媒体の最大枚数より少ない場合には、前記一時集積部３０及び前記第２空間
１２２のうち、何れか一つに媒体が一時集積されることができる。
【０２１９】
　仮に、受信された媒体の枚数が前記一時集積部３０及び前記第２空間１２２のうち、何
れか一つに集積されることのできる媒体の最大枚数よりは多く、前記一時集積部３０及び
前記第２空間１２２のそれぞれに集積されることのできる媒体の最大枚数の合計よりは少
ない場合、前記一時集積部３０及び前記第２空間１２２に媒体が分けられて集積されるこ
とができる。
【０２２０】
　仮に、受信された媒体の枚数が前記一時集積部３０及び前記第２空間１２２のそれぞれ
に集積されることのできる媒体の最大枚数の合計より多い場合、入金のための媒体全部が
前記付加機能カセット４５に一時集積されることができる。
【０２２１】
　前記付加機能カセット４５に一時集積された媒体は、前記ユーザインタフェース１２で
入金確認命令を受信するとき、前記鑑別部２５を通った後に前記媒体保管部４０に移送さ
れることができる。
【０２２２】
　さらに他の例として、前記第２空間１２２と前記一時集積部３０に媒体の券種が区分さ
れて一時集積されることができる。例えば、前記一時集積部３０に一つ以上の券種の媒体
が一時集積されることができ、前記第２空間１２２に前記一時集積部３０に集積されうこ
とのできる券種と異なる券種の媒体が一時集積されることができる。
【０２２３】
　一例として、前記一時集積部３０には、取引頻度の高い券種の媒体が一時集積されるこ
とができる。
【０２２４】
　ユーザは、１巻種（第１権種）だけを入金しようとしたが、前記第１空間１２１を介し
て意図しなく二券種（第１権種及び第２券種）の媒体が投入された場合、第１巻宗義媒体
は、前記一時集積部３０に一時集積され、第２券種の媒体は、前記第２空間１２２に一時
集積されることができる。
【０２２５】
　ユーザは、第２券種の入金有無を決定でき、前記ユーザインタフェース１５が前記第２
券種に対する入金取消命令を受信する場合には、前記第２空間１２２のシャッター１２４
を直に開放して、ユーザは、前記第２空間１２２の第２券種の媒体を取り出すことができ
る。反面、前記一時集積部３０に一時集積された媒体は２次入金されることができる。
【０２２６】
　もちろん、前記ユーザインタフェース１５が前記第１権種及び第２券種の全てに対する
入金確認命令を受信する場合には、各券種の媒体が鑑別部２５を通った後に前記媒体保管
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部４０に移送されることができる。
【０２２７】
　すなわち、前記第１空間１２１に投入された媒体の券種または前記鑑別部２５を通る一
時集積媒体の券種が二券種以上である場合、前記第２空間及び前記一時集積部３０に媒体
が券種別に区分されて、一時集積されることができる。
【０２２８】
　＜計数完了後に媒体入金／２次入金＞
　図１８は、本発明の第２の実施の形態にかかる第２空間に集積された計数完了した媒体
の入金過程または２次入金過程での媒体移送を示す図で、図１９は、図１８の過程での媒
体入出装置の作動を示す図であり、図２０は、本発明の第２の実施の形態にかかる２次入
金過程において一時集積部に集積された媒体の移送を示す図である。
【０２２９】
　図１８ないし図２０を参照すれば、計数完了後に前記第２空間１２２に集積された媒体
Ｍ２は、入金処理されることができる。また、１次入金過程において前記第２空間１２２
に集積された媒体は、入金処理されることができる。
【０２３０】
　上述したように、入金過程において前記第２空間１２２は、媒体が一時的に集積される
一時集積空間として機能する。
【０２３１】
　前記第２空間１２２に集積された少なくとも一部または全体媒体Ｍ２に対して、計数過
程において入金命令、計数過程が完了した後に入金命令または入金過程において入金確認
命令が受信されると、前記第２空間１２２に備えられた加圧部１５９が動作して、前記加
圧部１５９が前記第２空間１２２の媒体Ｍ２を前記第２ピックアップローラ１３４側に加
圧できる。
【０２３２】
　前記加圧部１５９は、前記第２空間１２２に媒体が引入される過程では、媒体との干渉
を防止するために一定位置に回避された状態を維持し、前記第２空間１２２の媒体を分離
する過程では、前記第２空間１２２に突出して、前記第２空間１２２の媒体Ｍ２を前記第
２ピックアップローラ１３４側に加圧できる。
【０２３３】
　前記加圧部１５９は、一例として移動部１５８に連結されて前記支持面１２６と実質的
に並べた方向へ移動されることができる。前記加圧部１５９は、前記移動部１５８に回転
可能に連結されることができる。
【０２３４】
　本明細書において、前記加圧部１５９及び前記移動部１５８を媒体加圧装置と名付ける
ことができる。本明細書において、前記媒体加圧装置は、上述の加圧部と移動部の構成に
制限されずに多様な形態により具現化されることができる。例えば、前記媒体加圧装置は
、前記第２空間１２２に集積された媒体Ｍ２の上方に回避されることができ、前記媒体Ｍ
２の分離過程において前記媒体Ｍ２の後方（図１９では媒体Ｍ２の右側）へ移動して、前
記媒体Ｍ２を前記第２ピックアップローラ１３４側に加圧できる。
【０２３５】
　前記第２空間１２２に集積された媒体Ｍ２は、前記第２分離装置によって分離されて前
記引出し経路１５６に移送される。前記引出し経路１５６に移送された媒体Ｍ２は、前記
第１移送路１５１に沿って移送されながら、前記鑑別部２５を再度通った後に前記第２移
送路１５２に移送された後に、前記媒体保管部４０に集積されることができる。
【０２３６】
　このとき、前記媒体Ｍ２が前記鑑別部２５を再度通った後に非正常媒体と判断されると
、前記第１カセット４６に回収されることができる。
【０２３７】
　一方、前記第２空間１２２及び前記一時集積部３０のそれぞれに媒体が集積された場合
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には、図２０のように、前記第２空間１２２の媒体の２次入金過程が完了した後に、前記
一時集積部３０に集積された媒体の２次入金過程が行われることができる。
【０２３８】
　これと反対に、前記第２空間１２２及び前記一時集積部３０のそれぞれに媒体が集積さ
れた場合には、前記一時集積部３０に集積された媒体の２次入金過程が完了した後に、前
記第２空間１２２の媒体の２次入金過程が行われることができる。
【０２３９】
　一方、本実施の形態において、計数完了後に入金過程は、計数命令が入力されるステッ
プと、計数が行われるステップと、入金命令が入力されるステップと、計数完了した媒体
が媒体保管部に集積されるステップとを含む理解されることができる。
【０２４０】
　本実施の形態では、計数完了した媒体が一時集積空間として機能する第２空間１２２に
配置されることによって、計数完了後入金過程が行われる場合、第２空間１２２に配置さ
れた媒体は、鑑別部２５を通った後一時集積部３０に一時集積されずに直に媒体保管部４
０に移送されることができる。
【０２４１】
　従って、本実施の形態によれば、計数完了後に媒体を入金する時に計数完了した媒体を
前記第２空間１２２から取り出して、前記第１空間１２１に再度投入する過程が要らない
ので、ユーザの便宜性が向上し、計数完了した媒体を第１空間に投入するための不必要な
時間が減るという長所がある。
【０２４２】
　また、計数完了した媒体を入金する時、一時集積過程が行われないので、入金時間が短
縮されうるという長所がある。
【０２４３】
　本実施の形態において、前記付加機能カセット４５を回収カセットとして使用でき、第
１カセット４６及び第２カセット４７を環流カセットとして使用できる。この場合には、
金融機器２が処理できる券種の個数が増加できる。
【０２４４】
　または、前記付加機能カセット４５及び前記第１カセット４６及び第２カセット４７を
環流カセットとして使用することができる。この場合には、金融機器２が処理できる券種
の個数が最大になることができる。この場合、非正常媒体は、前記一時集積部３０に集積
させることができる。
【０２４５】
　すなわち、本実施の形態において前記一時集積部３０の機能は、前記金融機器２０の使
用地域または位置によって変わることができる。
【０２４６】
　一方、前記第２空間１２２に集積された媒体Ｍ２のうち、第１番目の媒体（図において
左側に位置する媒体）の一部が第２番目の媒体下に掘り下げる現象が発生できる。このよ
うな状態で第２ピックアップローラ１３４によった媒体のピックアップが開始すると、正
常的なピックアップがなされなくてピックアップ障害が発生する可能性がある。
【０２４７】
　従って、前記第２空間１２２に集積された媒体Ｍ２の分離のために、前記第２ピックア
ップローラ１３４が一方向（媒体をピックアップするために回転される方向）に回転され
る過程で、一定時間内に移送路に備えられたセンサで媒体の移送が感知されない場合、前
記第２ピックアップローラ１３４が前記一方向と反対方向である他方向に所定角度回転で
きる。すなわち、前記媒体Ｍ２が前記第２ピックアップローラ１３４によって正常にピッ
クアップされると、一定時間内にピックアップされた媒体Ｍ２が移送路上のセンサによっ
て感知されることができる。これに対し、前記媒体Ｍ２が前記第２ピックアップローラ１
３４によって正常にピックアップされないと、一定時間内にピックアップされた媒体Ｍ２
が移送路上のセンサによって感知されない。
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【０２４８】
　従って、前記第２ピックアップローラ１３４が他方向に所定角度回転する場合、第２番
目の媒体下に掘り下げた第１番目の媒体が第２番目の媒体のしたから出てくるようになる
。その後、前記第２空間１２２に集積された媒体Ｍ２のピックアップのために、前記第２
ピックアップローラ１３４が再度一方向に回転されることができる。このとき、前記移送
路は、一例として引出し経路１５６でありうる。
【０２４９】
　＜出金過程＞
　図２１は、本発明の第２の実施の形態にかかる出金過程での媒体移送を示す図である。
【０２５０】
　図２１に示すように、ユーザインタフェース１５を介して媒体の出金命令が受信される
と、前記媒体保管部４０において、受信された出金金額に対応する券種及び枚数の媒体が
放出される。前記媒体保管部４０から放出された媒体は、前記第２移送路１５２に沿って
移送された後、前記第１移送路１５１に沿って移送されながら前記鑑別部２５を通るよう
になる。前記鑑別部２５を通った媒体のうち、正常媒体と判断された媒体は、前記第３移
送路１５３に沿って移送する途中で前記引入経路１５５を介して前記第２空間１２２に引
入される。反面、前記鑑別部２５を通った媒体のうち、非正常媒体と判断された媒体は、
前記回収カセット４６、４７に回収されることができる。
【０２５１】
　他の例として、前記鑑別部２５を通った媒体のうち、非正常媒体と判断された媒体は、
前記一時集積部３０に集積されることができる。そして、出金取引完了時に前記付加機能
カセット４５または回収カセット４６、４７に回収されることができる。
【０２５２】
　前記第２空間１２２に出金のための媒体の引入が完了すると、前記シャッター１２４が
ロック解除及び／または開放されて、ユーザが前記第２空間１２２に位置した媒体を取り
出すようになる。すなわち、出金過程における前記第２空間１２２は、出金のための媒体
が位置する出金空間として機能する。
【０２５３】
　＜未受取回収過程＞
　図２２は、本発明の第２の実施の形態にかかる未受取過程での媒体の移送を示す図であ
る。
【０２５４】
　図２２を参照すれば、出金過程完了後第２空間１２２に位置した媒体をユーザが受け取
らない場合、前記媒体処理装置１０は、自動的に未受取された媒体を回収できる。
【０２５５】
　前記第２空間１２２に集積された未受取の媒体は、前記第２分離装置によって分離され
て前記引出し経路１５６に移送される。前記引出し経路１５６に移送された媒体は、前記
第１移送路１５１に沿って移送されながら前記鑑別部２５を通る。
【０２５６】
　前記鑑別部２５を通った出金のための媒体のうち、正常媒体は、前記一時集積部３０、
媒体保管部４０、付加機能カセット４５、回収カセット４６、４７のうち、何れか一つに
回収されることができる。
【０２５７】
　これに対し、前記鑑別部２５を通った出金のための媒体のうち、非正常媒体は、前記一
時集積部３０、付加機能カセット４５、回収カセット４６、４７のうち、他の一つに回収
されることができる。
【０２５８】
　一例として、前記金融機器２は、ホストサーバと通信できるが、出金取引完了後、取引
取消が不可能でありうる。この場合には、未受取の媒体は、前記一時集積部３０に移送さ
れることができる。そして、前記未受取の媒体に対して入金処理のための命令を前記ユー
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ザインタフェース１５が受信することができ、この場合、未受取の媒体を前記金庫７０内
の前記付加機能カセット４５や前記回収カセット４６、４７に回収できる。
【０２５９】
　他の例として、前記金融機器２がホストサーバと通信できない場合、ホストサーバとの
通信は、一例として係員用端末機が行うことができる。この場合には、前記未受取の媒体
は、前記金庫７０内の前記付加機能カセット４５、前記媒体保管部４０及び前記回収カセ
ット４６、４７のうち、何れか一つに保管されることができる。
【０２６０】
　さらに他の例として、前記金融機器２がホストサーバと通信しながら出金取引完了後に
取引取消可能な場合には、取引取消後に前記未受取の媒体は、前記金庫７０内の前記付加
機能カセット４５、前記媒体保管部４０及び前記回収カセット４６、４７のうち、何れか
一つに保管されることができる。
【０２６１】
　ユーザが係員である場合には、二人以上の係員が一つの金融機器を同時に使用すること
ができる。仮に、ある一係員が出金過程完了後に媒体を受け取らない場合、他の一係員は
、媒体が受け取らない一金融機器を使用することができない。
【０２６２】
　ところが、本実施の形態によれば、未受取の媒体が自動的に回収されることができ、回
収完了後には次の取引の遂行が可能な状態になるので、二人以上の係員が使用する時に業
務効率性が向上し、金融機器の稼動率が向上するという長所がある。
【０２６３】
　上述とは異なり、前記第２空間１２２に位置した未受取の媒体は、前記鑑別部２５を通
らずに、未受取媒体回収空間へ移送されることができる。
【０２６４】
　本明細書において用語に関わらず、未受取の媒体が回収される空間を未受取媒体回収空
間と名付けることができる。すなわち、付加機能カセット４５、前記媒体保管部４０及び
前記回収カセット４６、４７のうち、何れか一つ以上は、未受取媒体回収空間を含むこと
ができる。
【０２６５】
　＜快速入金／第１空間を利用した補充＞
　図２３は、本発明の第２の実施の形態にかかる快速入金過程での媒体の移送を示す図で
ある。
【０２６６】
　図２３を参照すれば、前記ユーザインタフェース１５が快速入金命令を受信する場合、
前記第１空間１２１に集積された媒体は、第１分離装置によって一枚ずつ分離された後に
、前記鑑別部２５を通る。前記鑑別部２５を通った媒体のうち、正常媒体は、一時集積過
程を経らずに直に媒体保管部４０に移送されて集積されることができる。
【０２６７】
　反面、前記鑑別部２５を通った媒体のうち、非正常媒体は、前記第２空間１２２へ移送
されることができる。
【０２６８】
　前記第２空間１２２へ移送された媒体は、前記第２分離装置によって一枚ずつ分離され
た後に、前記鑑別部２５を再度過ぎることができる。
【０２６９】
　前記鑑別部２５を再度通った媒体のうち、正常媒体は、前記媒体保管部４０に移送され
て集積されることができる。
【０２７０】
　これに対し、前記鑑別部２５を通った媒体のうち、非正常媒体は、媒体の状態によって
、前記一時集積部３０、付加機能カセット４５、第３空間１２３及び回収カセット４６、
４７のうち、何れか一つに回収されることができる。
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【０２７１】
　例えば、偽造された媒体は、一時集積部３０に移送され、鑑別部２５で認識されない媒
体は、回収カセット４６、４７に移送され、状態が不良な媒体は、付加機能カセット４５
に移送されることができ、以外に多様な場合が考慮できる。
【０２７２】
　他の例として、非正常媒体と判断された媒体のうち、ユーザに返還する必要がある媒体
は、前記第３空間１２３へ移送されることができ、ユーザに返還する必要のない媒体は、
前記付加機能カセット４５、前記回収カセット４６、４７及び前記一時集積部３０のうち
、何れか一つ以上に移送されることができる。
【０２７３】
　本実施の形態において、前記第１空間１２１には集積された媒体を加圧するための媒体
加圧装置が存在しない。反面、第２空間１２２には、集積された媒体を加圧するための媒
体加圧装置が存在する。したがって、第１空間１２１に集積された媒体のピックアップ不
良可能性は、第２空間１２２に集積された媒体のピックアップ不良可能性より高くなる。
【０２７４】
　本実施の形態の場合、前記第１空間１２１からピックアップされる媒体が非正常状態で
あると判断されても、媒体を直に回収せずに、前記第２空間１２２へ移送させた後に再度
ピックアップ過程を経ることによって、媒体の回収率が減ることができるという長所があ
る。
【０２７５】
　＜精算過程＿部分精算＞
　図２４は、本発明の第２の実施の形態にかかる媒体カセットに保管された媒体の一部を
利用して精算を行う過程を示す図である。
【０２７６】
　図２４を参照すれば、当日金融取引終了時、当日金融取引開始時、またはユーザインタ
フェース１５が部分精算命令を受信すると、前記多数の媒体カセットのうち、一媒体カセ
ットから一定枚数の媒体が放出されることができる。前記一媒体カセットから放出された
媒体は、前記鑑別部２５を通った後に前記第２空間１２２に移送されることができる。こ
のとき、媒体正常過程において前記シャッター１２４は、前記第２空間１２２を閉鎖した
状態でロック状態でありうる。
【０２７７】
　前記一定枚数の媒体が前記鑑別部２５を通る過程において前記鑑別部２５は、前記一定
枚数の媒体の各々の一連番号を認識できる。
【０２７８】
　前記制御部１６は、前記鑑別部２５が認識した前記一定枚数の媒体各々の一連番号とメ
モリ１７に格納された一連番号とを比較する。
【０２７９】
　前記一定枚数の媒体各々の一連番号と前記メモリ１７に格納された一連番号とが一致し
ない場合、前記メモリ１７に格納された一連番号情報を修正し、修正された一連番号を格
納することができる。
【０２８０】
　また、前記一定枚数の媒体各々の一連番号のうち、何れか一つ以上の一連番号が前記メ
モリ１７に格納されないか、または媒体別一連番号の順序が変わって格納されている場合
、前記メモリ１７に格納された情報を修正または削除することによって、実際媒体カセッ
トに保管された媒体の一連番号とメモリに格納された媒体の一連番号とを一致させること
ができる。
【０２８１】
　媒体の精算が完了すると、前記第２空間１２２に集積された媒体は、第２分離装置によ
って分離された後に前記鑑別部２５を通って前記一媒体カセットに再度移送されることが
できる。
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　本実施の形態の金融機器２は、全部精算を行うことができ、全部精算方法及び媒体の移
送は、第１の実施の形態の図１２において説明した内容と同一なので、詳細な説明は省略
することにする。
【０２８３】
　本実施の形態によれば、一定枚数の媒体を利用して精算を行うことができるので、簡単
に精算できるという長所がある。
【０２８４】
　他の例として、前記多数の媒体カセットのうち、何れか一つ以上の媒体カセットは、一
時集積機能を行うための一時集積空間をさらに備えることができる。一例として、前記一
媒体カセット内に一時集積空間と媒体を保管する保管空間とが区分されていることができ
る。この場合には、精算のための一定枚数の媒体を媒体カセット内の一時集積空間へ移送
させた後、精算完了すると、再度前記一媒体カセットに移送させることができる。
【０２８５】
　さらに他の例として、前記多数の媒体カセットのうち、何れか一つ以上の媒体カセット
は、多数の空間を具備できる多段カセットでありうる。すなわち、媒体カセット内に多数
の空間に各々媒体が独立的に保管されることができ、各空間の媒体は、分離装置によって
分離されて前記媒体カセットの外部に放出されることができる。
【０２８６】
　この場合には、精算のための一定枚数の媒体を前記多段カセットのうち、一空間へ移送
させた後、精算完了すると、再度前記一媒体カセットに移送させることができる。
【０２８７】
　多数の媒体カセットのうち、一媒体カセットの精算が完了すると、次の媒体カセットを
精算できる。
【０２８８】
　 以上、実施例の実施例を構成する全ての構成要素が一つに結合するか結合して動作す
ると説明されたとして本発明が必ずしもこのような実施例に限ることはない。即ち、本発
明の目的範囲内であればその全ての構成要素が一つ以上で選択的に結合して動作してもよ
い。また、上述した「含む」、「構成する」又は「有する」という用語は、特に反対する
記載がない限り該当構成要素が内在することを意味するため、他の構成要素を除くのでは
なく他の構成要素を更に含むと解析すべきである。技術的であるか科学的な用語を含む全
ての用語は、別に定義されない限り本発明が属する技術分野における通常の知識を有する
者によって一般的に理解されることと同じ意味を有する。辞書に定義された用語のように
一般的に使用される用語は関連技術の文脈上の意味と一致すると解析すべきであり、本発
明で明白に定義しない限り理想的であるか過度に形式的な意味で解釈されない。
【０２８９】
　上述した説明は本発明の技術思想を例示的に説明したものに過ぎず、本発明が属する技
術分野における通常の知識を有する者であれば本発明の本質的な特性から逸脱しない範囲
内で多様な修正及び変形が可能であるはずである。よって、本発明に開示された実施例は
本発明の技術的思想を限定するためではなく説明するためのものであり、このような実施
例によって本発明の技術思想の範囲が限定されることはない。本発明の保護範囲は以下の
特許請求の範囲によって解析されるべきであり、それと同等な範囲内にある全て技術思想
は本発明の権利範囲に含まれると解析されるべきである。
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